
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

・・・移動平均法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法

（１）

建物は定率法、その他の有形固定資産については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　 24～65年

建物付属設備　　　 2～18年

構築物　　　 3～50年

器具備品　　　 2～17年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）長期前払費用(公共的施設負担金)

定額法を採用しております。

３． 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

賞与の支払いに備えて、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
　

（３）退職給付引当金

いて発生していると認められる額を計上しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　

（５）環境対策引当金

義務付けられているPCB廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見込額を計上しております。

４． 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

１． 担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

建物 2,435,659 千円
土地 3,158,914 千円

計 5,594,573 千円

（2）担保に係る債務
1年以内返済予定の
長期借入金

188,761 千円
長期借入金 1,341,011 千円

計 1,529,772 千円

２． 有形固定資産の減価償却累計額 7,467,013 千円

３． 圧縮記帳

有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額は 541,806千円であります。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成13年法律第65号）によって処理することが

個　別　注　記　表

有形固定資産

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

営業債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については



４． 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 2,465 千円
短期金銭債務 878 千円
長期金銭債務 6,313 千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業収益 82,645 千円
営業原価 6,394 千円
一般管理費 2,154 千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１． 当事業年度末における発行済株式の数

普通株式 150 千株

２． 配当に関する事項

(1)配当金支払額

該当事項はありません。

(2)基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度となるもの

該当事項はありません。

税効果会計に関する注記

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、賞与引当金、退職給付引当金、環境対策引当金、資産除去債務等でありま

す。

２． 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第2号）

が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.90％から、平成27年４月

１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、33.01％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に

解消が見込まれる一時差異については、32.21％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は12,317千円減少し、法人税等調整額は

12,317千円増加しております。

金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については、一時的な余資は安全性の高い金融資産（預金）で運用し、資金調達については、銀行等金融

機関からの借入により調達しております。

受入敷金保証金は、流動性リスクがありますが、資金計画作成等の方法による資金管理を実施する等のリスク管理を行ってお

ります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成27年3月31日(当期の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位:千円)

貸借対照表

計上額(※)

(1) 現金及び預金 977,946 977,946 -
(2) 長期借入金(1年以内返済 (1,529,772) (1,544,035) 14,263

 予定の長期借入金を含む)   

(3) 受入敷金保証金 (7,120) (7,044) △75

(※)負債に計上されているものについては、(  )で示しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 長期借入金(1年以内返済予定の長期借入金を含む)

固定金利の借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。

なお、変動金利の借入金は、一定期間ごとに金利が更改される条件となっているので、時価は当該帳簿価額によっており

ます。

時価(※) 差額



(3) 受入敷金保証金

テナントの退去等が想定されている場合は、元利金の合計額を同様の新規保証金を受け入れた場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

ただし、受入敷金保証金のうち888,397千円については、テナント退去に伴う将来キャッシュ・フローを見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価及び差額は記載しておりません。

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記には含めておりません。

賃貸等不動産に関する注記

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、神戸市において、賃貸用のオフィスビル・展示場（土地を含む。）を有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

平成27年3月期における当該賃貸用不動産の貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

(注2)

調整を行ったものを含む。）であります。
　

関連当事者との取引に関する注記

主要株主

役員の兼任等

営業未収入金 2,465

受入敷金保証金 6,313

取引条件及び取引条件の決定方針等

1.上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。

2.条例に基づき議会の議決を経て、土地・建物を借り受けております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 36,323円75銭

１株当たり当期純利益 298円28銭

その他の注記

(資産除去債務)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
1. 当該資産除去債務の概要

当社が営業するオフィスビルの一部に存在する有害物質を除去する費用に関し、資産除去債務を計上しております。

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法

オフィスビルの使用見込期間を取得から65年と見積り、割引率は2.3％を使用して、資産除去債務の金額を算定しております。

3. 当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 101,678 千円
- 千円

時の経過による調整額 2,339 千円

期末残高 104,017 千円

－

有形固定資産の取得に伴う増加額

貸室使用料等 82,645

　直接50.0％ 土地・建物の借受
土地・建物の

使用料
5,555

取引金額 科　目 期末残高
事業上の関係

主要
株主

神戸市

被所有

１人

不動産賃貸

－

6,453,686

時価

5,515,000

当期末の時価は、主として｢不動産鑑定評価基準」に基づいて社外の不動産鑑定士が算定した金額（指標等を用いて

(単位:千円)

属性 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関係内容
取引の内容

(注2)投資有価証券(7,244千円)は、非上場株式であり、市場価格が無く、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができ

貸借対照表計上額
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